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第１章 計画の策定にあたって 

１－１ 策定の趣旨 

 教育基本法法令１では、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る

ため、教育の振興に関する施策についての基本的な計画を策定することが義務づ

けられています。地方公共団体では、その計画を参考に、その地域の実情に応じ、

教育の振興のための施策に関し基本的な計画の策定が努力義務として規定されて

います。 

 本市では、平成２３年(2011)５月に「第１期出雲市教育振興計画」を策定した

後、平成２５年(2013)８月に第２期計画、平成２９年(2017)に第３期計画を策定

し、教育行政を推進してきました。 

 社会変化が激しく、様々な課題がある中、ＳＤＧｓ1にもあるとおり「誰一人取

り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するため、将来を担い、

未来を創っていく児童生徒を育成する必要があります。今後、５年間計画的に取

組を進めるため、第４期出雲市教育振興計画を策定します。 

 

１－２ 計画の位置づけ 

 本計画は、出雲市総合振興計画2との整合性を図り、教育部門の構想・計画を、

出雲市教育大綱を踏まえ、総合的・具体的に表すものです。 

 なお、本市教育委員会は、学校教育に特化していることから、市長部局へ補助

執行3している教育分野については、幼児教育部分のみ掲載しています。 

図表 1 本市における教育委員会と市長部局の担当状況  

教育委員会 
学校教育 本計画に掲載 

学齢期における社会教育 本計画に掲載 

市長部局 
(補助執行) 

幼児教育 本計画に掲載 
学齢期以外の社会教育  
公民館(コミュニティセンター）  
生涯教育  
文化  
スポーツ  
文化財  
図書館  

 
1 持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals)、平成２７年(2015)９月の国連サミッ

トで採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」に記載された、令和１２年

(2030)年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標のこと。 
2 出雲市のまちづくりの基本理念、将来像及び基本方策を示す、総合的かつ計画的な行政運営を

図るための計画のこと。基本構想と基本計画で構成する。計画期間については、令和４年度

(2022)を初年度とし、基本構想は８年、基本計画は前期と後期に分け、前期３年、後期５年と

する。（令和４年(2022)９月に策定予定） 
3 地方自治法第１８０条の７の規定により、教育委員会の権限に属する事務の一部を市長と協議

して、市長部局の職員に執行させること。出雲市では、青少年教育、女性教育及び公民館(コ

ミュニティセンター）の事業その他社会教育に関すること（教育政策課及び出雲科学館が実施

するものを除く）、幼稚園に関すること（教育政策課、学校教育課及び教育施設課が実施する

ものを除く）、スポーツに関すること、文化財の保護に関すること、図書館に関することを補

助執行している。 
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１－３ 計画の期間 

 本計画の期間は、令和４年度(2022)から令和８年度(2026)までの５か年としま

す。 

 なお、本計画の中間見直しを出雲市総合振興計画の前期基本計画期間が終了す

る令和６年度(2024)に行います。 

図表 2 総合振興計画と第４期出雲市教育振興計画の期間対比表  

区   分 
R4 

(2022) 
R5 

(2023) 
R6 

(2024) 
R7 

(2025) 
R8 

(2026) 
R9 

(2027) 
R10 

(2028) 
R11 

(2029) 

出雲市総合振興計画 
前期基本計画 

 

後期基本計画 

 

第４期出雲市教育振興計画 
 Ｒ６ 

中間 

見直し 

 

 

 

 

第２章 出雲市教育を取り巻く環境 

２－１ 児童生徒数の減少 

 近年の本市の人口は、平成１２年(2000)の国勢調査では１７３,７７６人であっ

たものが、平成２２年(2010)には１７１,４８５人まで減少しましたが、平成２７

年(2015)には１７１,９３８人に、令和２年(2020)は１７２,８８７人に増加しま

した。これは、他自治体からの転入増と、市内企業に勤める外国籍住民の転入増

が要因と考えられています。 

児童生徒数については、平成１２年(2000)度には小学校の児童１１,１６２人、

中学校の生徒６,２１１人であったものが、令和２年度(2020)には小学校の児童 

９,６８９人、中学校４,７９９人となりました。今後も、児童生徒数は減少傾向

が続くと予想しています。 

図表 3 人口と児童生徒数の推移 

 
＊出典：児童生徒数 学校基本調査 

    人口 国勢調査（合併以前は各市町を合計しています。）  

11,162 
10,509 

10,152 

9,564 
9,689 

6,211 

5,490 
5,199 

5,168 
4,799 

173,776 

173,751 

171,485 171,938 
172,887 

171,000

172,000

173,000

174,000

4,500

10,000

H12
(2000)

H17
(2005)

H22
(2010)

H27
(2015)

R2
(2020)

児童数(人) 生徒数(人) 人口(人)



- 3 - 

 

図表 4 人口と外国人人口の推移 

 

＊出典：国勢調査（合併以前は各市町を合計） 

 

 

２－２ 帰国・外国籍児童生徒数の増加 

 本市では、他市町村と比較し、外国籍住民が多い状況にあります。それに伴い、

外国籍の児童生徒の数が増加傾向にあります。外国籍児童生徒の中には、日本語

の習得が十分でない状況で、小・中学校に編入学する子どもたちが増えてきてお

り、柔軟かつきめ細かな対応や支援を行っていく必要があります。個人の多様性

を尊重し、全ての子どもが等しく質の高い教育を受ける機会を提供する必要があ

ります。 

図表 5 日本語指導対象児童生徒数の推移 

 

＊出典：学校教育課調査：毎年 5 月 1 日現在 
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学習活動の一層の充実 

主体的・対話的で深い

学びの視点からの授業

改善 

２－３ 家庭・地域と学校との関係の変化 

 少子化、核家族化や人間関係の希薄化、地域におけるつながりやかかわりの希

薄化など、子どもを取り巻く環境は変化しています。全ての子どもが等しく質の

高い教育を受けるためにも、家庭・地域と学校が連携し、協働していく必要があ

ります。このため、これまで出雲市社会教育計画に記載していた学齢期における

社会教育について、本計画に盛り込みます。 

 

２－４ 教育におけるデジタル化の進展 

 ＩｏＴ4やＡＩ5等をはじめとする技術革新の急速な進展により、社会や生活が大

きく変わる「超スマート社会(Society5.06)」の到来が予想されています。教育に

おいても、国のＧＩＧＡスクール構想7に基づき、いずもＧＩＧＡスクールプラン

8（資料参照）を策定し、ＩＣＴの活用による豊かで多様な学びを実現していきま

す。 

図表 6 国のＧＩＧＡスクール構想イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

           ×      ＝ 

 

 

 
4 Internet of Things(モノのインターネット)」の略。家具、家電等の「モノ」にセンサーと通

信機能を搭載することで、利用状況や感知した情報を、インターネットを通じ伝達する技術の

こと。 
5 Artificial Intelligence（人工知能）の略。人間が行う学習・判断等の知的な活動を、コン

ピューターが行えるようにすることを目指すテクノロジーのこと。 
6 我が国が目指すべき未来社会の姿のこと。これまでの情報社会（Society4.0）では不十分であ

った分野横断的な連携を実現し、経済発展と社会問題の解決を両立する人間中心の社会。 
7 文部科学省が提唱する１人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備するこ

とで、特別な支援を必要とする子どもを含め、多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく、

公正に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成できる教育 ICT 環境を実現する。 
8 ＩＣＴ（Information and Communication Technology:情報伝達技術）の活用により、児童生

徒の豊かで多様な学びを実現するために出雲市が策定した計画のこと。 

 （GIGA：Global and Innovation Gateway for All） 

GIGAスクール構想 

これまでの 

教育実践の蓄積 ICT 
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２－５ 持続可能な社会への転換 

 平成２７年(2015)９月の国連サミットで全会一致で採択された令和１２年(2030)

を年限とする１７の国際目標では、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包

摂性のある社会の実現を目指すことが誓われています。本市の教育も、この

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）と関連付けるとともに、持続可能な社会づくり

の担い手を育成することが求められています。本計画においても、ＳＤＧｓの達

成を目指し、施策の推進に取り組みます。 

   図表 7 SDGs 持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals)  

       カラーホイールを含む SDGs ロゴ 

 

２－６ 幼児期の教育・保育施設の現状 

 現在、本市には、２６の市立幼稚園9、５３の認可保育所10（市立４、私立４９）、

 
9 令和３年(2021)１０月１日時点の幼稚園数を示している。 
10 児童福祉法第３５条に基づき、市町村が設置した施設、または民間事業者が認可を受けて設

置した施設で、０歳から就学前までの子どもが入所する施設のこと。入所にあたっては、保護

者の就労などの事由により、保育を必要とすることが条件となる。 
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４つの幼保連携型認定こども園11、１つの小規模保育所12、１つの認定保育所13、

６つの企業主導型保育施設14があります。 

 幼稚園の園児数は減少傾向にあり、将来的に集団での教育が困難になることが

懸念される幼稚園もあります。 

 近年、社会・経済環境の変化から、家庭や地域で子ども同士が関わる機会が減

少しており、幼稚園・保育所等における集団教育・保育の必要性が高まっていま

す。また、これらの施設と保護者との関わりを通じて、家庭の教育力を高めていく

必要があります。 

 幼児期に全ての子どもが等しく質の高い幼児教育を受けられる環境を整え、小

学校へつなげていくことが求められています。 

図表 8 保育所等の定員の推移 

 
  ＊出典：保育幼稚園課調査：毎年 5 月 1 日現在 

      市内認可保育所(認定こども園の保育部門及び小規模保育所を含む。)の定員 

 
11 認定こども園は、小学校就学前の子どもに対する保育及び教育並びに保護者に対する子育て

支援の総合的な提供を行い、親が働いている・いないにかかわらず利用できる施設で、都道府

県知事が条例に基づき認定する。幼保連携型認定こども園は、認可幼稚園と認可保育所とが連

携して一体的な運営を行うものである。 
12 子ども・子育て支援新制度の地域型保育事業の１つの区分のこと。０～２歳児を対象とし

た、定員６～１９人の保育施設で市の認可を受けたもののこと。  
13 出雲市が独自に認定する、都道府県知事の認可を受けていない保育施設のこと。保育室等の

設備や面積、保育に従事する職員の数及び資格など、市が定める基準を満たし、施設が自ら定

めた指導計画により保育を行っていると市長が認定することが条件となる。  
14 企業(厚生年金適用事業所)等が従業員のために設置する保育施設のこと。認可外保育施設に

位置付けられる。 
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図表 9 市立幼稚園児数の推移 

 

  ＊出典：学校基本調査：毎年 5 月 1 日現在 

      ※令和元年度～乙立幼稚園：休園  

       令和元年度末 出東幼稚園：閉園 
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第３章 出雲市教育の推進 
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Ⅱ 施策の柱と取組  

 

１．教育を支える環境の充実 

 学校教育を推進するうえで、その環境を整えることは、園児・児童生徒の安

全・安心や学習意欲の向上に直結し、教職員の士気にも影響します。地域が学

校を応援し、その中で教職員が安心して職務に集中でき、園児・児童生徒が快

適に学習・活動に集中できる教育環境を目指します。 

 本市では、市立の学校に地域学校運営理事会15や幼稚園運営協議会16を設置

しています。このことにより、家庭・地域が学校運営に関わることで学校を応

援し、支えています。今後も、組織の活性化と活動の充実に取り組みます。 

 また、児童生徒にとって地域が体験的・探求的な学びの場となり、小・中学

校での学びを生かすことができるよう、小・中学校と地域が連携・協働して学

齢期の社会教育の充実に取り組みます。 

 

(１)開かれた教育行政の推進 

①地域学校運営理事会の充実 

 本市では、平成１８年度(2006)に全国に先駆けて、市内全学校で地域学校運

営理事会が発足し、家庭・地域・学校の三者協働による教育体制づくりを進め

てきました。 

 地域学校運営理事会は、小・中学校の教育方針や教育課程の編成に関する基

本方針などの承認に関わるとともに、小・中学校の運営や、教職員の確保など

について意見を述べ、運営に対する評価を行います。制度発足以来、１５年以

上の運営実績があり、後に合併した斐川地域でも、８年以上の取組を行ってい

ます。これまでに各校で保護者や地域住民が学校運営に直接参画・協働できる

体制が整備され、スムーズな運営が行われています。 

これからは、小・中学校の運営を支援する活動の充実を図るとともに地域に

おける子どもの学びにも目を向け、地域学校協働活動推進員などと連携し、地

域総掛かりで子どもの育ちを支える活動も期待されます。今後も、活動の充実

を図り「地域とともにある学校」の推進を図ります。 

 

 
15 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４７条の５で規定されている「学校運営及び当

該運営への必要な支援に関して協議」する小・中学校における機関のこと。各校１５人以内の

理事を教育委員会が任命している。 
16 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４７条の５で規定されている「学校運営及び当

該運営への必要な支援に関して協議」する幼稚園における機関のこと。各園１０人以内の理事

を教育委員会が任命している。 



- 10 - 

 

②幼稚園運営協議会の充実 

 本市では、小・中学校における地域学校運営理事会の幼稚園版として、平成

２５年度(2013)に市内全幼稚園で幼稚園運営協議会が発足しました。 

 幼稚園運営協議会は、幼稚園の経営計画や教育課程の編成に関する基本方針

の承認や、幼稚園の運営に関する評価を行います。 

 今後も、幼稚園運営協議会の活動を継続・充実させ、家庭・地域・幼稚園の

協働により、幼児の健全な育ちを支え、地域に開かれた幼稚園づくりを進めま

す。 

 

③教育政策審議会17の開催 

 地域学校運営理事会の理事や学識経験者等、多様な市民代表による審議・提

言機関である出雲市教育政策審議会を引き続き設置し、教育施策に関する基本

的な考え方及び重点的な教育活動等に関し調査及び審議を行い、教育施策に反

映させます。 

 

④有識者による事務事業の点検・評価 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律法令２に基づき、教育に関する事務

の管理及び執行の状況の点検・評価等を行い、教育施策の充実・改善を図りま

す。 

 

⑤市と教育委員会の連携強化 

 総合教育会議18において、市長と教育委員会が重要な教育課題について定期

的に協議・調整を行い、両者の連携により充実した教育行政を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 
       写真 1 総合教育会議の様子  

 
17 地方自治法第１３８条の４第３項の規定に基づき、市の附属機関として設置した審議会のこ

と。教育政策に関する基本的な考え方及び重点的な教育活動に関すること等について、調査及

び審議する。 
18 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の４第１項の規定に基づき設置する市長及

び教育委員会で組織する会議のこと。 
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（２）適正な教育環境の構築 

①小・中学校の再編 

 平成２４年(2012)９月に策定した「出雲市立小中学校再編方針」に基づき、

令和７年(2025)４月開校に向けて平田地域４校の再編統合を、地元と十分に議

論・協議しながら進めていきます。 

図表 10 学校数の推移 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ＊出典：学校基本調査：毎年 5 月 1 日現在 
      ※令和 7 年度平田地域 4 校(国富、西田、鰐淵及び北浜小学校)が統合予定 
       (若松分校(小中)は本校に含む) 

 

②市立幼稚園の適正規模化と認定こども園化の検討 

 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものです。子ど

も一人一人の潜在的な可能性は、日々の生活の中で出会う環境によって開かれ、

環境との相互作用を通して具現化されていきます。集団生活の中で、人と関わ

る力や思考力、感性や表現する力などを育み、人間として、社会と関わる人と

して生きていくための基礎を培うことが、幼稚園の重要な役割の一つです。そ

のためには、地域の実態も考慮しながら一定の規模を維持することが求められ

ます。 

 こうした教育的役割を果たすことが著しく困難になった園については、平成

２４年(2012)に策定した「出雲市立幼稚園の閉園に関する方針19」により、“学

級数１以下の状態が２年続く”場合は、地元の了解を得ながら、閉園を検討し

ます。 

 また、園児数が減少している幼稚園のうち、今後もさらなる減少が懸念され

 
19 幼児教育の充実を目指す観点から、幼稚園における“より望ましい幼児教育環境”は、学級

数を基準として判断することが適当との考えに基づいた幼稚園の閉園方針のこと。なお、対象

となる幼稚園の閉園にあたっては、関係地元と協議し、了解が得られた場合、その翌年度から

の園児募集を停止し、在園児すべてが卒園した段階で閉園を実施することとしている。 

41 36 36 34 34 33 30

15
14 14 14 14 14

14

0

10

20

30

40

50

60

H24
(2012)

H29
(2017)

H30
(2018)

R1
(2019)

R2
(2020)

R3
(2021)

R7予定

(2025)
小学校(校) 中学校(校)



- 12 - 

 

る園については、幼児教育の質を維持しながら地域の子育て支援ニーズを満た

すという観点から、認可保育所を運営する社会福祉法人等への譲渡などによる

認定こども園化を検討します。 

 

（３）地域における教育力の向上 

①地域学校協働活動20の充実 

 本市では令和２年度(2020)から、子どもたちの活動フィールドすべてにおい

て関わる大人が、子どもの育ちについて共通の思いやビジョンをもち、地域総

がかりで子どもの育ちを支援することをねらい、中学校区（ブロック協議会）

に地域学校協働活動推進員を順次配置し、家庭・地域・学校が連携・協働した、

地域全体で子どもたちの成長を支える仕組みづくりを行っています。 

 地域の教育資源（ひと・もの・こと）や地域住民の子どもの育ちに対する思

いを生かした教育課程を編成していきます。加えて、子どもの地域活動への参

加を促進し、そこで得ることのできる子どもの学びを学校教育と結び付け、子

どもたちの「生きる力」を伸ばします。これらを通じ子どもの育ちを核とした

地域づくりを推進します。 

 

②家庭教育支援（親学プログラム21）の推進 

 参加型学習「親学プログラム」を活用し、

ＰＴＡや子育て支援センターなどと協働し

ながら、子育て中の保護者等を対象とした

学習機会の充実を図ります。また、地域で

家庭教育支援などにかかわる人材の育成を

推進し、コミュニティセンターや青少年育

成協議会などと連携しながら地域における

教育力の向上を目指します。 

                           写真 2 親学プログラムの様子  

 
20 家庭・地域・学校が連携・協働することによって地域全体で子どもたちの学びや育ちを支え

る様々な活動のこと。 
21 参加者同士が交流し、ともに活動することを通して、親としての役割や子どもとの関り方を

学ぶ参加型学習プログラムのこと。  
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③放課後子ども教室の推進 

 地域学校協働活動の一環として、すべての子どもが放課後等を安心・安全に

過ごし、多様な体験や活動の実践を通して、心豊かで健やかに育つことを目指

します。 

 小・中学校と連携し、多様な地域人材等の参画を得ながら、小・中学校では

難しい体験活動や学習、交流などを実施します。 

 地域の特徴を活かした事業を展開することを通じ、子どもの育ちを地域で支

える環境づくりを推進します。 

図表 11 放課後子ども教室の推移 

 

 

 

 

 

 

 

  ＊出典：教育政策課調べ 毎年度合計数 

 

（４）危機管理力の向上 

①学校等における危機管理体制の確立 

学校及びその他の教育施設において、教職員の危機管理意識を高め、危機管

理マニュアル22の充実、訓練等の実施により、自然災害や感染症、事故、不審

者など、あらゆる危機の未然防止や学校の対応能力の向上に努めるとともに、

子どもの健康等の情報を全教職員で確認し、事故や体調の急変が発生した場合

に適切な対応ができるよう危機管理体制の充実を図ります。 

 

  

 
22 学校保健安全法の規定により、児童生徒等の安全の確保を図るため、当該学校の実情に応じ

て、危険等発生時において当該学校の職員がとるべき措置の具体的内容及び手順を学校が定め

た対処要領のこと。 
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②子どもへの安全対策の充実 

 児童生徒の安全確保について、小・中学校における安全教育を推進するとと

もに保護者・地域・関係機関等と連携した取組を進めます。また、学校及び保

育所等の要請に基づき、出雲市子ども安全センター23が防犯教室や不審者対応

訓練等を実施します。 

 小・中学校の保護者・教職員を対象としているネットトラブル研修会につい

ては、幼少期からの注意喚起の必要性から、幼稚園・保育所等の保護者へも拡

大するとともに、児童生徒への情報モラル教育や保護者への啓発活動を推進し、

警察等との連携を図りながら児童生徒の犯罪被害防止に取り組みます。 

 また、出雲市通学路交通安全プログラム24に基づき、小・中学校や地域から

報告される通学路における危険箇所の毎年の合同点検の実施や出雲市通学路

安全推進会議25を行い、道路管理者、学校関係者、地域、警察等との連携を強

化し、通学路の安全対策に取り組みます。 

 

（５）教職員等の負担軽減 

①学校事務の改善 

 学校事務改善委員会26を定期的に開催することにより、学校や教育委員会に

おける学校事務の課題を共有し、改善に向け学校事務支援グループ27と連携を

図り、引き続き小・中学校の教育推進体制を改善します。 

 

②校務支援システム28の効果的活用 

 学校現場の多忙感軽減と教育力向上に向け導入している校務支援システムを

有効に活用し、学校事務の定型的かつ画一的な事務の効率化を進めていきます。 

 また、校務支援システムが学校現場のニーズに合うよう、学校現場の意見を

聞きながら適宜改修を行うとともに、操作研修等運用支援の充実を図ります。

校務支援システムの運用に当たっては、「教育情報セキュリティポリシーに関

 
23 出雲市における子どもの安全対策等を推進するために、平成１７年に出雲市・出雲市教育委

員会・出雲警察署の三者による「覚書」を締結し設置された施設のこと。  
24 出雲市内の小・中学校の通学路の交通安全を確保するために基本方針等を示したプログラム

のこと。 
25 出雲市内の小・中学校の通学路の交通安全を確保するためにつくられた推進体制のこと。  
26 教育委員会の学校事務支援に係る業務及び事務支援グループの業務並びに学校における事務

等の実施状況を検証するために、校長、教頭、教務主任の代表及び統括事務支援グループ長並

びにグループ長で構成する委員会のこと。  
27 学校の管理運営に係る業務を組織的かつ集中的に処理し、学校管理運営の適正化・効率化を

図るため、学校事務職員が共同して事務を行う組織のこと。  
28 学校の定型的な事務を電算化し、校務事務の軽減を図るシステムのこと。  
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するガイドライン」や「出雲市立小中学校情報セキュリティ基準29」により、

小・中学校における情報セキュリティを確立していきます。 

 このほか、Ｗｅｂ研修の活用や会議をオンラインによって行うなど、教職員

が子どもと向き合う時間の確保・向き合い方の質の向上を図るため、教職員の

働き方改革を進めます。 

 

③部活動指導員30等の配置及び地域移行に向けた検討 

 教職員の負担軽減と部活動の指導体制の充実を図るために、中学校に配置す

る部活動指導員及び部活地域指導者31の増員を図ります。 

 また、休日の部活動の地域移行に向けた検討を行います。 

 

④多忙化解消プランによる取組 

 業務改善、意識改革、部活動の見直しの３つを柱とした「教職員多忙化解消

プラン」に基づき、年間時間外勤務３６０時間以内という目標達成に向けた取

組を実施していきます。 

 

「出雲市教職員多忙化解消プラン」の概要 

 

 

目標を実現するための取組の柱 

取組の柱１ 業務改善 

取組の柱２ 意識改革 

取組の柱３ 部活動の見直し 

 

目標１ 勤務時間外の在校時間の削減 

    月４５時間、年間３６０時間以内 

 

目標２  

１人あたりの平均勤務時間外の在校時間 ３０時間以下／月 の職員割合  

 現状 ４０％を次のとおりとする。 

 令和４年度：４５％ 令和５年度：５０％ 令和６年度：５５％ 

 令和７年度：６０％ 令和８年度：６５％ 

  

 
29 組織として一貫したセキュリティ対策を行うために、組織のセキュリティ方針と対策の基準

を示したもののこと。 
30 中学校の教員に代わって部活動の顧問として単独指導が可能な者のこと。  
31 中学校教員が行う部活指導を補助する者のこと。  

子どもたちと充実した毎日を過ごすために 
～ワーク・ライフ・バランスの実現～ 
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２．「生きる力」の育成 

 「生きる力」とは、予測困難なこれからの時代に、子どもたちが自ら課題を

見つけ、自ら学び、自ら考え、自ら判断して行動し、よりよい社会や人生を切

り拓いていく力といえます。 

 「生きる力」を育むために、学校及び保育所等、家庭、地域が連携・協働し

た教育に取り組み、子どもたちの個性や適性を大切にして、その可能性を伸ば

していきます。 

 

（１）確かな学力の定着と向上 

①ふるさと教育・キャリア教育の充実 

 学校において、地域で活躍する人々からその生き方を学んだり、自然・歴史・

文化等を通して出雲の素晴らしさを学んだりできる学習が効果的に実施される

よう支援を行い、出雲をふるさととして誇りと愛着を持ち、夢や目標を自らの

力で実現しようとする子どもを育成します。 

 出雲市キャリア教育全体計画・系統表（資料参照）を基に、就学前から義務

教育修了後まで、系統性のあるふるさと教育・キャリア教育を展開します。学

校と地域で目指す子どもの姿を共有しながら、「人間関係形成・社会形成能力」

や「キャリアプランニング能力」など、これからの社会をたくましく生きぬく

力を育みます。 

 また、地域の企業や団体と連携して取り組む学習等を通して、出雲で働くこ

との意義や素晴らしさを学ぶとともに、望ましい勤労観と職業観の育成を図り

ます。 

 なお、ふるさと教育・キャリア教育及びすべての教科学習の中で主権者とし

て必要な力を育む教育を推進します。 

 

②教員の授業力の向上 

 児童生徒の学力を支えるには、「質の高い授業への改善」は不可欠な要素で

あり、その改善を目的に授業力向上のための指導者を各学校に派遣し、授業や

学力向上策に対する指導助言を行います。 

 また、新学習指導要領の柱として示されている「主体的・対話的で深い学び」

の実現に向けた授業づくり・授業改善のために、市として重点的に取り組んで

いる「めあてと振り返りを意識した授業スタンダード32」の普及・定着、授業

 
32 学習指導要領に示されている「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善のため

に、学習の目標（めあて等）と振り返りを意識した「わかる授業」への転換を図る全教科共通

の授業づくりの考え方のこと。 
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改善等をテーマとした学力向上研修講座の開催、各校における授業づくり・授

業改善に資する啓発資料の作成・発行等を実施していきます。 

 さらに、ＩＣＴも活用しながら、誰一人取り残すことのない個別最適な学習

と、多様な考えや発想を最大限に生かす協働的な学習の充実を図ります。 

 

③学習習慣の定着化 

 児童生徒が家庭で取り組む学習等、自学・自習の習慣は学力を支える大切な

要素です。こうした習慣が身につくように、児童生徒が参加しやすく、地域の

方の参画を得て安全で継続的に取り組める自主学習の場として、通学する小・

中学校での放課後等を活用した学習活動を支援し、児童生徒の学習習慣の定着

を図ります。 

 さらに、学力育成と相関関係のある学習習慣・生活習慣について、家庭及び

地域への働きかけを強化します。 

 

④グローバル人材育成の推進 

 広い視野を持ち、多様な考えや価値を認め尊重したり、多様な人と協働しな

がら目標に向かって挑戦しようとするグローバル人材の育成が求められる中で、

国際的な視野に立って物事を考え、行動する力を育てるため、コミュニケーシ

ョン能力や表現力などの向上を図ります。そのため、小・中学校の外国語の授

業に英語指導助手33や外国語指導助手34を派遣します。 

 また、総合的な学習の時間等に外国語指導助手を派遣し異文化を理解させる

とともに、これを尊重する態度や異なる文化を持った人々と共に生きていく資

質や能力の育成を図ります。 

 

⑤学校図書館活用教育の推進 

 学校図書館を活用した学習を推進し、児童生徒の読解力・思考力・表現力等

を培い、読書を通して豊かな心を育むために、学校司書（学びのサポーター、

読書ヘルパー）の活用と図書の充実を図ります。学校司書（学びのサポーター）

が未配置の学校については、学校司書（読書ヘルパー）からの移行等により、

小学校から配置拡大を目指し、各学校での読書活動の推進と各教科等で効果的

に学校図書館を活用するための支援を行います。合わせて、中学校への配置に

 
33 主に小学校の外国語活動で担任を補助し、発音、会話等の指導を行うために配置されている

助手のこと。 
34 主に中学校で外国語科教員を補助し、発音、会話等の指導を行うために配置されている外国

人助手のこと。 
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ついて検討を開始します。 

 また、市の学校図書館支援センター（出雲中央図書館内）と連携しながら、

図書の適正管理や学校司書を対象とした研修を実施して資質の向上を図るとと

もに、図書管理システムの更新など、学校図書館の環境の充実を目指します。 

 

⑥ＩＣＴ活用教育の推進 

 児童生徒１人１台のタブレットパソコンや大型モニターなどを多様な学びに

活用するとともに、学習支援ソフトの充実や通信環境の一層の改善など、引き

続きＩＣＴ教育の環境整備を図ります。 

 また、学習活動の一層の充実と「主体的・対話的で深い学び」の視点からの

授業改善を推進するため、機器の効果的な活用や、思考力・判断力・表現力等

の育成、情報活用能力の育成を図るための教職員への研修を実施します。 

 このほか、タブレットを活用し、学校に来づらい児童生徒や入院している児

童生徒と学校とがつながることで、誰一人取り残さない教育の実現を目指しま

す。 

 以上のような取組を行うことにより、

いずもＧＩＧＡスクールプランを確実に

推進していきます。 

 なお、自他の人権や権利を尊重するこ

と、情報を正しく安全に利用すること、

情報化社会の中での行動に責任をもつこ

と等を内容とした情報モラル教育を指導

計画に位置付け、計画的・系統的に取り

組みます。 

                         写真 3 タブレットパソコンと大型モニター 
                             を使用した授業の様子(みなみ小学校)  

 

 

⑦保幼小中連携の推進 

 幼児期の教育と小学校教育の接続及び小学校教育と中学校教育の接続を円

滑に行うため、計画的に連携事業を支援します。 

 保幼小連携では、市内一斉の保幼小交流の日35の開催や連携推進の啓発リー

フレットの作成、保・幼・小教職員等の合同研修の実施等を行います。 

 また、幼児から中学生までが同じ期間に生活習慣チェックを行うなどの校種

 
35 就学予定児及びその保護者が就学への不安を解消するために、入学予定校で在校生と交流す

る日のこと。 
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間の「縦の連携」や、同じ中学校に進学する小学校同士が合同で活動する「横

の連携」の充実も図り、保・幼・小・中の子どもと保護者が感じる就学不安や

環境変化への戸惑いを軽減できるよう、より密接な連携を図ります。 

 小中連携では、各中学校区における連携事業や教職員研修の推進を図ります。 

 

（２）幼児期の教育の充実 

①教職員の指導力向上 

 幼稚園・保育所等では、生涯にわたる人格形成の基礎を培う「質の高い幼児

期の教育」を提供することが重要です。教職員の指導力向上のため、幼稚園・

保育所等合同研修会や、職種・経験年数に応じた研修会を開催するなど、各種

研修の充実を図ります。 

 また、市に幼児教育指導員36を配置し、園内研修等への巡回訪問を実施し、

指導・助言を行うことで、教職員の指導力の向上を図ります。 

  

②幼稚園における子育て支援の推進 

幼稚園における在園児を対象とする一時預かり事業（幼稚園型）37の実施に

ついては、保護者ニーズに対応するため、計画的に長時間預かりへと移行しま

す。 

 また、幼稚園は、幼児期の教育に関する相談に応じたり、保護者同士の交流

の機会を提供したりするなど、地域における幼児期の教育センターとしての役

割を果たすよう努めます。 

 このほか、年中児発達相談事業38により、子どもの成長・発達の様子や、保

護者の様々な育児不安等を把握し、早期から子どもや保護者に必要な支援を行

います。さらにこの事業により、在籍園と小学校の情報連携を図り、幼児の円

滑な就学につなげます。 

 

  

 
36 幼児教育に精通し、幼稚園・保育所等の教職員に対し、幼児教育全般の指導、助言、相談、

研修などを行う者のこと。 
37 就労や用事などのため子どもを預ける必要が生じた保護者を支援するため、通常の教育時間

外や夏休みなどの長期休業期間中に、幼稚園で在園児の保育を行う事業のこと。子ども・子育

て支援新制度において、子ども・子育てに係るサービス事業の一つとして位置づけられてい

る。 
38 年中児（年度中に５歳となる幼児）の保護者を対象とするアンケートを活用して実施する相

談事業のこと。子どもの育ちを切れ目なく支えるとともに、円滑な就学につなげるために、幼

稚園・保育所等、小学校、市及び教育委員会が共同で事業実施する。  
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③小学校教育を見据えた幼児期の教育の充実 

 令和３年(2021)、中央教育審議会「幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員

会」において、文部科学省は、幼児期に培った遊びや暮らしのプロセスが小学

校１年生以降にも保障されるための連携と接続について「幼児教育スタートプ

ラン」を示し、幼児教育の質的向上と小学校教育の円滑な接続に関する議論を

開始しました。 

 この特別委員会では、「言葉」「情報活用」「探求心」に関する能力や態度と

いった非認知能力の育成を目指し、小学校の学習に結びつくような好奇心、粘

り強さ、協調性等を養う、５歳児共通の教育プログラムについても検討されて

います。 

 本市においては、平成２６年(2014)に「出雲市保幼小連携推進計画39」を策

定し、幼稚園・保育所等の小学校教育を見据えた５歳児の「アプローチカリキ

ュラム」、幼稚園・保育所等からの滑らかな接続を意識した小学校１年生の「ス

タートカリキュラム」を作成・実践する取組を推進し、保幼小の連携と接続を

図っています。 

 今後の国の動向を注視するとともに、示される施策に早急に対応できる体制

を整えます。 

 

（３）豊かな心の育成 

 他人を思いやる心、生命や人権を尊重する心、自然や美しいものに感動する

心、正義感や公正さを重んじる心、勤労観・職業観などの豊かな心を育成する

ために、次のことに重点的に取り組みます。 

 

①道徳教育の充実 

 道徳的な価値の理解や判断力、生き方についての深い思考、実践意欲などの

道徳性を養う「特別の教科 道徳」（以下「道徳科」という。）の充実を図ると

ともに、学校の教育活動全体で道徳教育に取り組むことにより、豊かな心の育

成に努めます。なかでも、道徳科において、生命（いのち）を題材とした教材

を取り扱うことにより、自他の生命を尊重しようとする態度を育成します。 

 

  

 
39 保幼小連携を推進する様々な取組を示した計画のこと。現在は令和元年(2019)に策定した第

２期計画を推進している。 
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②体験活動の充実 

 豊かな心を育成するために、総合的な学習の時間をはじめとした各教科等に

おける体験活動の充実を図ります。なかでも、地域人材等の多様な人との関わ

りや自然の中での体験活動を通じて、豊かな心を育むことに努めます。 

 また、中学校区ごとの小中連携の取組においても、学校と地域との連携を通

した体験活動の充実を図ります。 

 

（４）差別解消に向けた教育の推進 

①教職員の人権意識の高揚と指導力の向上 

 同和教育は、部落差別をはじめとするあらゆる差別をなくし、すべての人々

の人権が尊重される民主的な社会の実現を目指して取り組む教育活動であり、

「同和教育の成果を生かした人権教育」の取組を推進するために、同和教育啓

発指導員が幼稚園・保育所等及び小・中学校を訪問し、人権に配慮した保育・

教育活動や、同和教育に関する教職員研修、同和問題学習の内容等に関する指

導を行います。 

 また、各種研修会や指導資料の充実に努め、教職員の人権意識と指導力の向

上を図ります。 

 幼稚園・保育所等及び小・中学校においては、管理職のリーダーシップのも

と、推進体制を確立するとともに、教職員研修の充実を図ります。 

 

②同和問題学習及び人権学習の充実 

 同和問題はまだ解決していないという認識に立ち、児童生徒が部落差別に対

する認識を深め、差別をなくしていこうとする意欲と実践力を身につけるため

の学習を進めます。 

 また、女性、高齢者、障がいのある人、外国人、患者及び感染者、ＬＧＢＴＱ40

等の人権課題について正しい理解を深め、自分の人権とともに他の人の人権を

守るための実践行動につながる人権意識を培うための学習を進めます。 

 とくに、同和問題学習や様々な人権課題に関する学習については、計画的・

系統的に実施します。 

 

 
40 「Lesbian」(レズビアン）、「Gay」（ゲイ）、「Bisexual」（バイセクシャル）、「Transgender」

（トランスジェンダー）、「Queer」（クイア）又は「Questioning」（クエスチョニング）の頭文

字をとった略語で「性的少数者」のこと。ＬＧＢＴＱ等、性的少数者とされる児童生徒につい

ては、学校生活を送るうえで、特有の支援が必要な場合があることから、児童生徒の心情等に

配慮した対応を行うことが求められている。 
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（５）健康・体つくりの推進 

①基本的な生活習慣の確立 

 基本的生活習慣の確立に向け、幼児期においては、様々な教育・保育活動の

中で、食事、衣服の着脱、片付けなどの生活習慣に関わる活動を、自身の意識

や必要感、あるいは興味や関心に結び付け、生活の自然な流れとして身につく

よう指導を行います。 

 小・中学校においては、年間指導計画に生活習慣に関する学習を位置付け、

発達段階に応じて計画的・系統的な指導を行います。 

また、生活習慣は、家庭において、身に着けさせていくことが大切であるた

め、各種調査結果等のデータを活用し、保護者の理解を深め、家庭でのルール

作りや取組を促します。 

さらに、保幼小連携、小中連携における基本的生活習慣の確立に係る事例を

収集し情報発信を行うことにより、園、所、学校、家庭、地域が一体となって

取り組もうとする意識を高めます。 

 

②健康と体力の増進 

幼児期においては、健康な心と体を育むため、幼児が遊びや生活の中で、興

味や関心、能力に応じた全身を使った活動をすることにより、体を動かす楽し

さを味わい、自分の体を大切にする気持ちが育つよう、環境や機会の提供に努

めます。 

 また、小・中学校においては、体育的活動の推進、国、県と連携した体力テ

ストの実施や、それに基づく体力向上推進計画の策定等により、各学校でバラ

ンスのとれた体つくりを進めていきます。 

図表 12 全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果の体力合計点の推移 

 
   ＊全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果(島根県) 
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③食育の推進 

子どもたちに対する食育は、心身の成長及び人格の形成に大きな影響を及ぼ

し、生涯にわたって健全な心と身体を培い豊かな人間性を育んでいく基礎とな

るものです。 

食育は家庭が中心となって担うものですが、学校においても栄養教諭が中心

となって食育推進体制を確立し、学校・家庭・地域が連携して、次代を担う子

どもたちの食環境の改善に努めることが重要になっています。 

幼児期においては、幼児が様々な食べ物への興味や関心をもったり、食の大

切さに気付き、進んで食べようとする気持ちが育つよう、食育を進めます。 

また、小・中学校における食に関する指導にあたっては、給食の時間を中心

としながら、体育科（保健体育科）、家庭科（技術・家庭科）、道徳科及び総合

的な学習の時間での指導などを相互に関連させながら学校教育活動全体として

効果的に取り組みます。 

 

（６）科学館における教育活動の推進 

①学校理科学習の推進 

科学館において、学校ではできない高度な装置、機器を使った創造的な体

験･実験学習を行い、児童生徒の理科や科学への興味・関心を高めることで、

自主的・主体的に学ぶ姿勢を育むと

ともに、問題解決能力の向上を図り

ます。学習内容については、科学館

での学習がより効果の高いものとな

るよう理科学習内容検討委員会41に

おいて検討し、一層充実を図ってい

きます。 

 また、教員の理科の授業力向上を

図るため、実践的な指導方法につい

ての教員研修を行います。 
                        写真 4 出雲科学館での理科学習の様子 

 

 

  

 
41 出雲科学館において実施する理科学習の内容について検討するため設置している委員会のこ

と。委員は、出雲市教育研究会理科部会の構成員等により構成している。  
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図表 1３ 学校理科学習参加人数・参加学級数の推移 

   ＊出雲科学館調べ（参加人数(人)・参加学級数(学級)いずれも延べ数） 

 

②科学への興味関心を高める生涯学習の推進 

 子どもから大人まで幅広い市民を対象

として、各種の実験・ものづくり教室を開

催します。また、近年関心や話題性の高い

テーマでの企画展、講演会等を開催しま

す。これらを通して新たな発見や感動を共

有していくことで、科学技術に関する興味

や関心を高めて知識や技術の向上を促し、

本市の人材育成に努めます。 

                           写真 5 出雲科学館特別講演会の様子 
                               (令和元年(2019)7 月) 

 

図表 1４ 来館者数・教室等参加者数の推移 

 

  ＊出雲科学館調べ（来館者数(人)・教室等参加者数(人)いずれも延べ数） 
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３．困難を抱える子どもの支援 

 幼児・児童生徒の支援の多様化に対応するため、児童相談所や医療機関等と

連携し、継続して切れ目のない支援を行うことで、一人一人を大切にする特別

支援教育の充実を図ります。 

 また、障がいの有無によらず、誰もが地域の学校で学べるインクルーシブ教

育42に引き続き取り組みます。 

 不登校43・いじめ44・問題行動等、生徒指導上の問題の解決も、小・中学校

の喫緊の課題となっており、未然防止はもとより、早期に発見し組織的に対応

するとともに、児童相談所・医療機関等と連携した支援体制の充実・強化を図

ります。 

 加えて、年々増加している日本語指導が必要な児童生徒に対する教育支援

にも努めます。  
（１）特別支援教育の充実 

①就学相談の充実 

 特別な支援が必要な児童生徒やその保護者への支援を一層推進するため、特

別支援教育指導員45や心理相談員46を配置して、就学相談や教育相談の充実を

図ります。 

 また、幼児期においても、特別な支援が必要な幼児の把握に努めるとともに、

幼児期における支援方策や小学校への接続など、保護者支援を含め、関係機関

との連携を取りながら実施します。 

 さらに、保護者や関係機関と連携し、長期的な見通しをもった個別の教育支

援計画「出雲市子ども支援ファイル」を作成し、一人一人の個性に応じた一貫

した支援が行えるよう、就学先や進学先へ繋ぎます。 

 日本語指導が必要な帰国外国籍児童に対して母国語でのリーフレット等を活

用し、本市における特別支援教育について保護者の理解が深まるよう努めます。 

 
42 障がいの有無によらず、誰もが地域の学校で学べる教育のこと。障害者基本法に規定されて

おり、障がいのある者が教育制度一般から排除されないこと、自己の生活する地域において初

等中等教育の機会が与えられること、個人に必要な「合理的配慮」が提供されること等が必要

とされている。 
43 何らかの心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・背景により、児童生徒が年間３０

日以上登校しないあるいはしたくともできない状況のこと。（ただし、病気や経済的な理由に

よるものを除く） 
44 児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する小・中学校に在籍している等当該児童生徒と一

定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネッ

トを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛

を感じているもののこと。 
45 学校の特別支援教育に関する指導助言や就学相談を行う者のこと。  
46 臨床心理士（公益財団法人日本臨床心理士資格認定協会が認定する資格）の資格を有し、児

童生徒、保護者のカウンセリングや児童生徒の見立てを行う者のこと。 
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 また、就学に関する発達検査について、より正確な見立てが行えるよう、最

適な検査方法を取り入れるよう努めます。 

図表 1５ 特別支援学級の在籍児童生徒数の推移 

  ＊出典 学校基本調査 毎年５月１日現在 

 

図表 1６ 心理相談員による相談件数・検査数の推移 

 
  ＊児童生徒支援課調べ 年間合計数 
             平成 30 年度(2018)から心理相談員 1 人を増員 
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②小・中学校における特別支援教育の推進 

 校長が指名する特別支援教育コーディネーター47を中心として、小・中学校

における特別支援教育の充実を目指します。 

 また、教育委員会が設置している特別支援教育推進委員会48委員による巡回

相談のほか、県の相談機関として特別支援学校による巡回相談、教育事務所特

別支援教育支援専任教員による相談等、学校の相談内容に応じて適切な相談先

につながるよう各相談機関の特徴について周知を行います。 

 小・中学校がどの医療機関に相談したらよいかわからないケースに対して

は、医療、心理、教育委員会で構成する発達アセスメント会議49での検討を

行い適切な相談先につなぎます。 

 ひらがな読み改善プログラム事業によって、小学校１年生のひらがな読み

の定着状況の確認と指導を重点的に行い、読みの定着を図るとともに、読み

の困難さのある児童には実態に応じた指導や支援を行います。 

 

③通級指導の充実 

 通常の学級に在籍している特別な支援を必要とする児童生徒に対しては、必

要に応じて通級指導教室50で障がいに応じた特別の指導を行います。この指導

を円滑に行うため、通級指導教室指導員51を配置し、入級に伴う状況を把握し、

指導内容について助言を行います。 

 また、担当教員の複数配置と増員を県へ要望するとともに、通級指導ヘルパ

ー52の配置を行い、通級指導の充実・強化を図ります。 

  

 
47 特別な支援が必要な児童生徒への適切な支援のために、関係機関等と連絡・調整し、協同的

に対応するための役割を担う教員のこと。  
48 小・中学校の通常の学級に在籍し特別な支援が必要な児童生徒へ、より適切な支援を行うた

めに、学校の支援体制等への指導助言を行う教育委員会の附属機関のこと。  
49 発達に課題のある児童生徒が、医療受診や関係機関との連携の必要性の有無等実態にあった

支援を受けることができるよう審議する会議のこと。  
50 通常の学級に在籍する、障がいのある児童生徒に対して、障がいに応じた特別な指導を行う

ための教室のこと。今市小、神戸川小、神西小、平田小、大社小、中部小、第三中、浜山中、

平田中、湖陵中及び斐川西中に設置。指導の教育形態は、次の３種類ある。 

 自校通級・・・通級指導教室が設置してある学校の児童生徒が通級による指導を受ける場合  

 他校通級・・・児童生徒が在籍する学校から通級指導教室が設置してある学校に通級して指導

を受ける場合 

 巡回指導・・・児童生徒が在籍する学校へ通級指導教室の担当教員が出向いて指導を受ける場

合 
51 通級指導教室の状況把握のための学校訪問や、入級に伴う状況把握と、児童生徒の在籍校と

通級指導教室設置校との連絡・調整を行う者のこと。  
52 通級指導教室の実態に応じ、通級指導教室担当教員とともに、指導を行う者のこと。  
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図表 1７ 通級指導を受ける児童生徒数の推移 

  ＊児童生徒支援課調べ 毎年 2 月 1 日現在 

 

④障がい者理解教育の推進 

 教育委員会は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律法令３（通

称：障害者差別解消法）に定める「合理的配慮の提供」や「不当な差別的取扱

いの禁止」に学校が取り組むよう研修の充実を図ります。 

また、小・中学校においては、道徳科の時間を中心に学校教育全体で障がい

の有無に関わらず、お互いを理解し尊重し合いながら学校生活を送ることがで

きるようにする「障がい者理解教育」を推進します。 

 

⑤スクールヘルパーによる個に応じた支援の充実 

 肢体不自由や自閉症など日常的に介助を必要とする児童生徒について特別

支援介助者53を配置し、きめ細かな支援を行います。また、発達障がいを含む

障がいのある児童生徒や、学校に登校しても教室に入りにくかったり、集団に

なじみにくかったりするなどの特別な支援を必要とする児童生徒について支援

を行う特別支援教育補助者54を配置し、個に応じた支援の充実に努めます。 

さらに、児童生徒の支援の強化を図るため、必要に応じて増員について検討

します。 

 

  

 
53 肢体不自由や自閉症など日常的に介助を必要とする児童生徒の支援を行う者のこと。  
54 学習上や生活上に困難を抱えている児童生徒へ支援を行う者のこと。  
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⑥幼稚園等における特別支援教育の充実 

全幼稚園においてインクルーシブ教育を推進するため、必要に応じ、特別支

援補助教諭55や補助員、幼稚園ヘルパー56等の配置を行い、積極的に特別な支

援を要する子どもを受け入れることで、全ての園児が共に学び育つ教育環境の

整備に努めます。 

特に、今市幼稚園を特別支援拠点園、中央幼稚園をインクルーシブ教育推進

園とし、特別な支援を要する園児の一時預かり事業を実施するほか、今市幼稚

園には、専門的な知識を有する特別支援巡回訪問スタッフを配置し、全幼稚園

への巡回訪問等を通じて、特別支援教育に関する指導・助言を行い、特別支援

教育の充実を図ります。 

また、今市幼稚園に幼児通級指導教室57を設置し、専任の幼稚園教諭を配置

するとともに、小学校の通級指導教室に幼児通級指導員58を配置し、発達を促

す個別の指導や相談を行います。 

今後、特別支援拠点園やインクルーシブ教育推進園、通級指導について、保

護者ニーズ等を考慮しながら拡充についても検討します。 

図表 1８ 幼児通級指導教室及び小学校通級指導教室に通う幼児数の推移  

 
    ＊保育幼稚園課調べ 人数はその年度の最大数 
  

 

 
55 特別な支援が必要な園児に対し、きめ細かな保育・教育を行うため、支援の必要度に応じて

配置する補助教諭のこと。 
56 特別な支援が必要な園児に対し、きめ細かな保育・教育を行うため、支援の必要度に応じて

配置する補助員のこと。 
57 今市幼稚園に設置している幼児のための通級指導教室のこと。言葉や聞こえ、情緒等に課題

のある就学前の幼児に対し、発達を促す個別の指導や相談を行っている。  
58 小学校の通級指導教室で、幼児のための通級指導を行う者のこと。神西、平田、大社及び中

部小学校の通級指導教室に配置している。  
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⑦早期からの幼児への発達支援 

 早期からの教育相談及び支援を行うため、幼児早期支援相談員59を配置し、

幼稚園・保育所等への巡回訪問等を通して、教職員等への指導・助言を行いま

す。 

 発達障がいなど支援が必要な子どもたちやその保護者の相談・支援を行うた

め、保健、福祉、医療、教育等の連携・協力体制を強化し、乳幼児期からの一

貫した発達支援を行います。 

 

（２）不登校対策の充実 

①小・中学校での支援体制の充実 

 小・中学校では、誰にでも相談できる体制づくりや定期的な教育相談、児童

生徒及び保護者対象のアンケート調査の実施により、悩みのある児童生徒を早

期に発見し、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー60と連携し

た対応を行い、不登校の未然防止に取り組みます。 

校内の教員から不登校対策コーディネーター61を指名し、関係機関との連携

や特別支援コーディネーターを交えた校内支援会議の開催など組織的な不登校

対策に取り組みます。 

また、必要な小・中学校に不登校相談員を配置し、教員と連携しながら主に

家庭訪問による支援や、相談室や保健室等の別室での学習指導や教育相談を行

います。 

 

②教育支援センター62での支援体制の充実 

３つの地域に教育支援センターを設置し、社会的自立や学校復帰に向けた支

援を行います。 

教育支援センターでは、通所するそれぞれの児童生徒の学習指導や体育的活

動、体験活動等のプログラムを組み、学習やコミュニケーションに関する困り

感の改善と自己肯定感を高める活動を行います。 

 
59 特別な支援を要する幼児に対し、早期からの支援を行うための専門知識を有する者のこと。

関係機関との連携や専門機関への接続、巡回訪問による情報収集、就学期における個別支援、

保護者カウンセリング等を行っている。  
60 社会福祉等の専門的な知識や技術を用いて、児童生徒が置かれた様々な環境への働きかけを

行う専門家のこと。 
61 関係機関と連絡・調整を図りながら、学校の不登校対策の中心的役割を担う教員のこと。  
62 不登校の児童生徒の社会的な自立や学校復帰を目的として指導を行う施設のこと。本市は県

内で唯一複数施設（「すずらん教室」、「光人塾」及び「コスモス教室」の３施設）を運営して

いる。 
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また、定期的に児童生徒と在籍校の教員との面談の場を設けたり、教育支援

センターでの学習や生活の状況について学校や保護者と情報共有したりするこ

とで、学校復帰や進路指導が円滑に行えるようにします。 

 

③教育委員会での支援体制の充実 

不登校対策指導員63を配置し、家庭に閉じこもりがちな児童生徒との関係づ

くりのために、家庭訪問を行う中で興味ある活動を一緒に行うことから始め、

徐々に家庭外での活動や小集団での活動を取り入れていきます。また、学校や、

保護者と連携し、支援方法について共有理解を得ながら、学校復帰や教育支援

センターへとつなぎます。 

児童生徒支援調整員64を配置し、児童生徒及び保護者と直接の面談を通して、

教育支援センターへの入級や不登校対策指導員の支援など、適切な支援を受け

ることができるよう調整を行います。 

心理相談員を配置し、教育支援センターに通所する児童生徒及び保護者に対

して定期的にカウンセリングを行います。 

また、個々の職員の資質向上のため、不登校対策コーディネーターや不登校

相談員等職種別の研修を実施します。 

図表 1９ 不登校児童生徒数の推移 

 
  ＊児童生徒支援課調べ 年間合計数（令和３年度(2021)は、２学期までの合計数） 

  

 
63 家庭に閉じこもりがちな児童生徒の学校復帰や社会的自立のために、家庭訪問等により児童

生徒の状況に応じた個別の支援を行う者のこと。  
64 不登校の児童生徒に対して、教育支援センターや不登校対策指導員等の支援が適切に受けら

れるように、連絡・調整を行う者のこと。  
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図表２０ 不登校対策事業全体イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

児童生徒支援調整員 1 人 

〇児童生徒、保護者、教育相談 

〇教育支援センター、不登校対策指

導員へのつなぎ 

市教育委員会 
(児童生徒支援課） 

学校での支援 

心理相談員  1 人 

〇児童生徒のカウンセリング 

 

不登校対策指導員(トライアングル)3 人 

〇家庭訪問しての支援 

〇家庭外でのスポーツ活動、学習会

を通しての支援 

家庭支援会議の開催 

・学校の要請により教育委員会が開催 

〇複数の関係機関等の協力が必要

なケース 

〇家庭への福祉的支援が必要なケ

ース 

関係機関 

 児童相談所、医療機関、市福祉

部局、警察、児童養護施設 等 

不登校相談員 

・小学校 12 校（県事業） 

・中学校  8 校 

〇相談室等の別室での支援 

〇家庭訪問しての支援 

・すずらん教室（今市町） 

   スタッフ 11 人 

・光人塾   （平田町） 

   スタッフ 10 人 

・コスモス教室（斐川町） 

   スタッフ 6 人 

教育支援センター 
での支援 

特別支援教育補助者 

・小学校  93 人役 

・中学校  31 人役 

〇教室に入りづらい児童生徒の支援 

 

 

学び生き生きサポートティーチャー

（県事業） 

・中学校 9 校 

〇自学室での学習指導 

不登校対策コーディネーターの校

内での選任 

・校務分掌としての位置づけ 

〇校内不登校対策委員会の開催 

〇関係機関との連絡・調整 

スクールカウンセラー（県事業） 

・市立小中学校 全校配置 

〇児童生徒、保護者のカウンセリング 

〇支援会議等への参加 

 スクールソーシャルワーカー 

（県事業） 

・主に中学校校区に９名配置し、

学校の要請に基づき派遣 

〇学校におけるチーム体制の構築 

〇保護者、教職員等への支援、情

報提供 

〇関係機関とのネットワークの構築 

〇毎月 9 回の定期相談会 

〇支援会議等への参加 

家庭での支援 
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④ＩＣＴを活用した支援 

 教育支援センター指導員や不登校対策指導員、不登校相談員等と直接対面し

て行う支援に加え、ＩＣＴ機器の効果的な活用について積極的に取り組みます。 

ＩＣＴ機器により、学校や教育支援センターと家庭、学級と相談室等の別室

をオンラインでつなぐことで、学習機会を確保します。また、学級の雰囲気を

知ることにより、安心感や学級への所属感を高め、学級復帰につながるように

します。 

直接対面しての支援が難しい児童生徒に対し、スクールカウンセラーや教職

員によるオンラインでの教育相談や個別の学習支援に取り組みます。 

 
（３）いじめ問題対策等の取組 

①いじめ・問題行動への取組 

 小・中学校においては、楽しい学校生活を送るためのアンケートを活用して、

いじめが起こらない学級づくり・学校づくりに努めます。 

いじめ・問題行動に対しては、定期的に校内ケース会議等を開催して未然防

止の取組や早期発見・早期対応に組織的に取り組みます。また、スクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワーカーを配置・活用して、家庭や行政、福祉

関係施設など外部機関と連携しながら児童生徒への指導・支援を行います。 

 教育委員会においては、定期的にいじめに特化した学校訪問を行い、市のい

じめ防止基本方針を基に未然防止や初期対応、発生した具体的な事案への助言

や職種別の教員研修を実施します。また、いじめ対応のチェックリストを活用

して、学校の対応能力の強化を図り、いじめ見逃しゼロを目指します。さらに、

いじめやハラスメントに関する保護者や児童生徒からの直接の相談窓口を設置

し、周知を図ります。 

児童生徒の主体的な取組を推進し、いじめの未然防止と人権意識の高揚を目

指すフレンドシップ事業65やインターネットによるトラブルを防止するために、

児童生徒への情報モラル教育や保護者への啓発活動に取り組みます。 

図表２1 いじめ認知件数 

 ＊児童生徒支援課調べ 年間合計数（令和３年度(2021)は、２学期までの合計数） 

 
65 いじめの未然防止や人権意識の高揚のために、各小・中学校で実施している児童会や生徒会

を中心とした取組を推進する、平成１９年度から実施している出雲市独自の事業のこと。  
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②いじめ問題対策委員会等の開催 

 いじめ問題対策連絡協議会66及びいじめ問題対策委員会67を定期的に開催し、

いじめの防止等にかかる対策を実効的に行います。いじめ問題対策連絡協議会

においては、いじめの状況について共通理解を図るとともにいじめ防止に関す

る各機関との連携について協議します。また、いじめ問題対策委員会において

は、市が行う施策の検証と専門的提言を行ったり、学校関係者に対していじめ

問題の対処に関する助言を行います。 

なお、重大事態68が発生した場合は、いじめ問題調査委員会69を開催して速

やかに調査を行い、課題の整理や今後の取組について審議します。 

 

③相談体制の充実 

小・中学校においては、いつでも、どこでも、誰にでも相談できることや、

スクールカウンセラーをはじめ教員以外の相談窓口についても周知するなど相

談体制の充実を図ります。また、児童虐待、貧困、ヤングケアラー70等の児童

生徒の置かれている環境課題については、できるだけ早期に発見し、福祉、警

察と連携して適切な支援につなぎます。 

 

（４）帰国・外国籍児童生徒への支援 

 日本語指導が必要な帰国・外国籍児童生徒に対する持続可能な指導体制を確

保するため、拠点校を設けて日本語指導員71や日本語指導補助員72を集中的に

配置し、一人一人の実態に応じたきめ細かな教育を行います。 

 また、来日間もない児童生徒が在籍校での学校生活を円滑にスタートできる

ように、日本語初期集中指導教室において日本の生活や学校生活の理解を図る

とともに、日本語でのあいさつや簡単なコミュニケ―ションを教えるなどして、

外国にルーツのある子どもを支援します。 

 このほか、児童生徒に将来の目標や夢を持ってもらうためのキャリア教育の

 
66 いじめ防止対策推進法第１４条第１項に規定により設置された協議会のこと  
67 いじめ防止対策推進法第１４条第３項に規定された教育委員会の附属機関のこと。  
68 いじめにより「児童生徒の生命、心身または財産に重大な被害が生じた疑いがあるとき」又

は「相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあるとき」のこと。  
69 いじめ防止対策推進法第２８条第１項に規定された調査委員会のこと。  
70 本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に行っている子どものこ

と。 
71 教員免許を有し、出雲市内の小・中学校に在籍する日本語指導が必要な児童生徒に対して、

その実態に応じて日本語の指導及び学習の支援等を行う者のこと。  
72 出雲市内の小・中学校に在籍するポルトガル語を母語とする児童生徒に対して、学校での学

習や活動の際に通訳支援を行うとともに、休憩時間に話し相手になるなど、心のケアを行う者

のこと。 
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実施、保護者に対しても学校からの文書の翻訳や面談時の通訳など、児童生徒・

保護者に寄り添った支援を行います。 

 幼児教育においても、入園前に体験入園や保護者説明を行い、母国とは異な

る日本での園生活を知ることで、円滑な入園につなげます。さらに、入園後に

支援が必要な場合には、保育補助員を配置し、日常生活や教育活動におけるサ

ポートを行います。 

図表 2２ 日本語指導対象児童生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ＊学校教育課調べ 各年５月１日現在 

 

図表 2３ 幼稚園・保育所等に在籍する帰国・外国籍(外国にルーツのある)児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ＊保育幼稚園課調べ 各年４月１日現在（平成 29 年(2017)のみ５月１日現在） 
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４．学校給食の充実 

 食への関心が高まる中、栄養のバランスがとれた給食、地元産食材を使用し

た給食、食育につながる給食、食物アレルギーに対応した給食など、「安全・安

心でおいしい給食」を提供します。 

 また、給食を安定的に提供するため、安全で衛生的な給食設備を維持します。 

 

（１）安全・安心でおいしい学校給食の推進 

①地産地消の推進 

 地元産食材の活用は、給食の安全・安心を図るうえで重要であるとともに、

子どもたちが地域への愛着や感謝の心を育むための教材となることから、給食

の地産地消を推進し、給食や地元産食材を活用した食育指導（栄養教諭等によ

る食に関する授業、給食の時間や親子調理教室等での指導）の充実を図ります。 

また、ＪＡ、市場関係者及び学校給食センターで構成する「学校給食マッチ

ング会議73」を引き続き毎月開催し、青果物の生育や出荷状況、価格の変動等

に関する情報交換を行い、地元産食材を取り入れた献立作成に役立てます。 

図表 2４ 学校給食における地元産食材の使用割合の推移 

 

  ＊学校給食の食材仕入れ状況等調査 

   【調査方法】食品数ベース：調査期間中の献立に使用した全食品数、地元産（市内産） 

                及び県内産（市内を除く県内産）の食品数を集計し、地元 

                産及び県内産の食品数を全食品数で除し、それぞれの割合 

                を算出する。 

   【調査対象品目】１１品目：米、いも類、豆類、野菜類、果実類、きのこ類、魚介類、 

                肉類、卵類、牛乳・乳製品、調理加工品 

 

  

 
73 平成２５年(2015)１０月に立ち上げた「学校給食地産地消推進ネットワーク会議」の野菜部

会において設置した会議のこと。更なる地産地消の推進に向けて、ＪＡ、市場関係者及び学校

給食センターで構成し、毎月開催している。  
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②設備・機器の計画的更新、衛生管理の充実 

 長期的な視野に立ち、給食施設の設備・機器の計画的な修繕や更新に努め、

適切な維持管理を行います。 

また、「学校給食衛生管理基準74」に基づき、各学校給食センターにおける

衛生管理の徹底を一層図るとともに、納入事業者の衛生管理についても指導を

徹底します。 

 

③アレルギー対応給食の推進 

食物アレルギーがある園児・児童生徒に対する給食の提供にあたっては、「出

雲市食物アレルギー対応給食ガイドライン75」に基づき、保護者や学校・医師

と十分な連携を図り、給食施設・設備等に応じて可能な限り、除去・代替給食

の提供に努めます。 

また、教職員を対象にした食物アレルギーに関する研修会を計画的に実施し、

正しい認識と適切な対応の周知に努めます。 

 

図表 2５ アレルギーチェック献立表の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ＊学校給食課提供アレルギーチェック献立表から抜粋 

 

  

 
74 学校給食の施設及び設備、食品の取扱い、調理作業、衛生管理体制等について、文部科学省

が定め、平成２１年(2009)４月１日から施行した基準のこと。  
75 給食センター及び学校における食物アレルギー対応の管理と指導等について、出雲市教育委

員会が平成２６年(2014)２月に定めたガイドラインのこと。  
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５．学校施設の整備 

 学校施設の耐震化対策を早期に完了するとともに、教育環境の向上を図るた

め、学校再編や児童生徒の社会増に伴う新増改築事業を実施します。 

 学校施設の長寿命化計画により、トータルコストの縮減に努めます。 

 同時にバリアフリー化などの質的環境整備や更新時期が来ているエアコンの

計画的取替、新型コロナウイルスなどの感染症対策を実施します。 

 

（１）耐震化の早期完了 

 学校施設の耐震化対策は、最優先の課題として取り組んだ結果、令和３年

(2021)３月末の耐震化率は、小学校９８．３％、中学校９４．５％、幼稚園で

１００％となり、小・中学校・幼稚園合計で９７．５％となりました。 

 学校施設は、子どもたちの安全確保はもとより、災害時の避難所としても、

重要な役割を担っていることから、残る第二中学校北校舎、第一中学校南校舎

（２棟）、大津小学校屋内運動場、今市小学校北校舎の耐震改築事業に積極的

に取り組み、令和６年度(2024)に耐震化率１００％を目指します。 

図表 2６ 学校施設の耐震化の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ＊教育施設課調べ 毎年４月１日現在 
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（２）新増改築事業の推進 

 学校再編による新設校の整備については、地域の住民、保護者と意見交換を

行い、様々な提案やニーズ等に配慮した整備に取り組みます。 

 また、児童生徒の社会増や学級編成基準の変更により、必要となる校舎増築

については、状況を注視しながら、計画的な整備を図ります。 

 さらに、老朽化した建物の構造耐力、経過年数、学校規模に対する狭隘状況

等を総合的に判断し、改築が必要と判断された学校施設は、計画的に改築工事

を行い、安全安心で良好な学習環境を確保します。 

 

（３）施設環境の向上 

 学校は児童生徒が一日の大半を過ごす活動の場であるとともに、災害時には

避難所となるため、安全安心に加え、誰もが不便なく過ごせる環境づくりが必

要です。 

 障がいのある児童生徒等が安全かつ円滑に学校生活を送ることができるよう、

スロープの設置や多目的トイレの設置等のバリアフリー化に取り組みます。 

 また、更新時期が来ているエアコンについては、計画的な取替を行っていき

ます。 

 さらには、新型コロナウイルスなどの感染症対策として、必要な措置を検討

します。 

 

（４）大規模改造・営繕事業の推進 

 本市の学校施設は築３０年を経過したものが６割程度を占める状況であり、

機能面・安全面での老朽化対策が課題となっています。 

 そこで、中長期的な維持管理等に係るトータルコストの縮減、予算の平準化

を図りつつ、求められる機能を確保するため、学校施設の長寿命化計画を基本

として、財政計画と調整を図りながら老朽化対策を進めます。 

 また、現地調査等により、施設の劣化状況、学校現場のニーズへの適合状況

などの把握に努め、各種法令の遵守はもとより、安全対策、防災対策に配慮し

た修繕を適切に実施します。 
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 法令 1  教育基本法（抜粋） 

 

 （教育振興基本計画）  

第１７条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の

振興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、

基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体にお

ける教育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。 

 

 法令 2  地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 

 

 （大綱の策定等）  

第１条の３ 地方公共団体の長は、教育基本法第１７条第１項に規定する基本的な方針を参

酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関する総

合的な施策の大綱（以下単に「大綱」という。）を定めるものとする。  

２ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

次条第１項の総合教育会議において協議するものとする。  

３ 地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。  

４ 第１項の規定は、地方公共団体の長に対し、第２１条に規定する事務を管理し、又は執

行する権限を与えるものと解釈してはならない。  

 （総合教育会議）  

第１条の４ 地方公共団体の長は、大綱の策定に関する協議及び次に掲げる事項についての

協議並びにこれらに関する次項各号に掲げる構成員の事務の調整を行うため、総合教育会

議を設けるものとする。  

(1) 教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、学術及び文化の

振興を図るため重点的に講ずべき施策  

(2) 児童、生徒等の生命又は身体に現に被害が生じ、又はまさに被害が生ずるおそれが

あると見込まれる場合等の緊急の場合に講ずべき措置  

２ 総合教育会議は、次に掲げる者をもって構成する。  

(1) 地方公共団体の長  

(2) 教育委員会  

３ 総合教育会議は、地方公共団体の長が招集する。  

４ 教育委員会は、その権限に属する事務に関して協議する必要があると思料するときは、

地方公共団体の長に対し、協議すべき具体的事項を示して、総合教育会議の招集を求める

ことができる。  
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５ 総合教育会議は、第１項の協議を行うに当たって必要があると認めるときは、関係者又

は学識経験を有する者から、当該協議すべき事項に関して意見を聴くことができる。  

６ 総合教育会議は、公開する。ただし、個人の秘密を保つため必要があると認めるとき、

又は会議の公正が害されるおそれがあると認めるときその他公益上必要があると認めると

きは、この限りでない。  

７ 地方公共団体の長は、総合教育会議の終了後、遅滞なく、総合教育会議の定めるところ

により、その議事録を作成し、これを公表するよう努めなければならない。  

８ 総合教育会議においてその構成員の事務の調整が行われた事項については、当該構成員

は、その調整の結果を尊重しなければならない。  

９ 前各項に定めるもののほか、総合教育会議の運営に関し必要な事項は、総合教育会議が

定める。  

 

 （教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等）  

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に

委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の規定により事務局職員等

に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行

い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければ

ならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する

者の知見の活用を図るものとする。  

 

 法令 3  障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律(通称：障害者差別解消法)(抜粋） 

 

 （社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備）  

第５条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配

慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員に対する

研修その他の必要な環境の整備に努めなければならない。 

 

 （行政機関等における障害を理由とする差別の禁止）  

第７条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない

者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。  

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を

必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でない

ときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び

障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなけれ

ばならない。 


